
埼玉県居宅介護支援事業所等における複数訪問費用補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 埼玉県（以下「県」という。）は、利用者宅へ訪問し居宅介護支援等を行う事業者（以

下「事業者」という。）が、利用者等からの暴力行為等に対応するため、複数訪問を行う事業

者に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40年埼玉県規則

第15号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」とい

う。）において使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

 （１） 居宅介護支援等 指定居宅介護支援及び指定介護予防支援 

(２) 暴力行為等 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等をいう。 

(３) 訪問者 利用者宅を訪問し、居宅介護支援等の提供を行う介護支援専門員をいう。 

(４) 同行者 訪問者とともに利用者宅等を訪問する者であって、利用者等の暴力行為等に対

応することにより訪問者の安全を確保することを主たる目的として同行する者をいう。な

お、訪問者と同一の業務（居宅介護支援等の提供を含む。）又は他のサービスの提供等を

主たる目的として同行する者は含まない。ただし、同行者が別表１に掲げる資格等に該当

しない場合、ハラスメント対策を含む最低限の介護知識を得るための研修を受講している

者に限る。 

(５) 複数訪問 訪問者が居宅介護支援等を提供するにあたり、利用者等の暴力行為等に対応

するため、同行者とともに複数名で利用者宅を訪問することをいう。 

(６) 利用者 居宅介護支援等の利用契約を締結した者等をいう。 

(７) 利用者等 利用者又はその家族及び同居人をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者は、県内に所

在する居宅介護支援等を行う事業所を設置する法人で、次条に規定する補助対象事業を行う者

とする。ただし、市町村が自ら実施する場合を除く。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象とならない。 

 (１) 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又は受入事業者の

代表者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に定める暴力団員（以下「暴力団員」という。）

であると認められるとき。 

 (２) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に定める暴力団

をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

 (３) 役員等が自己、若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

 (４) 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

 (５) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる



とき。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、複数訪問を行うための

事業であって、次に掲げる要件のうち(１)、(２）及び(３)のすべての要件を満たすものとする。 

 (１) 利用者等による暴力行為等から訪問者及び同行者の安全を確保するため、複数訪問が必

要であると知事が認める場合を対象とする。 

 (２) 同行者は国又は地方公共団体の職員ではないこと。 

 (３) 訪問先が有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅に該当しないこと。 

２ 補助対象事業は第９条に規定する交付決定を受けた後に実施するものとする。ただし、緊急

性等を勘案し、知事が認める場合は、この限りではない。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、補助対象事業に係る経費であって、国や他の地方公共団体等

から類似の補助金等の交付を受けていないものに限る。 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、別表２第１欄に定めるサービス種類に応じて、第２欄に定める補助基準

額及び第３欄に定める補助率を、訪問回数に乗じて得た額とする。 

 

 （補助対象時期） 

第７条 補助金の交付決定の時期にかかわらず、原則として交付申請のあった日からその属する

年度の３月31日までとする。 

  ただし、補助対象者は事業期間を必要最小限の時期とするよう努めるとともに、その期間内

で問題解決に向けた検討を進めることとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、様式第１号による交

付申請書に事業計画書を添えて、提出しなければならない。なお、申請は、法人単位で行うも

のとする。 

２ 規則第４条第２項に掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 知事は、申請者から前条の交付申請書の提出を受けたときは、これを審査の上、補助金

の交付の可否を決定し、その結果を様式第２号による交付決定通知書により、当該申請者に通

知するものとする。 

２ 知事は、補助金を交付しないことを決定した場合には、様式第３号により通知するものとす

る。 

 

（補助金の交付条件） 

第10条 前条の補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

 (１) 事業を変更、中止、又は廃止する場合は、知事の承認を受けなければならない。 

 (２) この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 



 (３) この補助金を補助対象経費以外に使用してはならない。 

 (４) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けてはならない。 

 (５) 補助事業者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の交付申請前に

確認しなければならず、申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

（補助事業の変更等） 

第11条 申請者は、補助対象事業の内容の変更、中止又は廃止をしようとするときは、あらかじ

め様式第４号により知事に申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の承認をする場合は、必要に応じ、交付決定の内容を変更し、又は条件を付す

ることができる。 

 

（実績報告） 

第12条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、当該補助金の交付決定に係る補助対象事業が完了したときは、当該対象事業が完了した日

の翌日から起算して１か月以内又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに様式第５号に

よる実績報告書に次に掲げる書類を添えて、提出しなければならない。 

 (１) 事業実績内訳書 

(２) 複数訪問を行った日並びに訪問者及び同行者の記録 

(３) その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第13条 知事は、交付決定者から前条の実績報告書の提出を受けたときは、これを審査の上、交

付決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、様式第６号による

補助金確定通知書により、速やかに交付決定者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求等） 

第14条 交付決定者は、前条の規定により交付すべき補助金の額が確定したときは、速やかに様

式第７号の請求書を提出しなければならない。 

２ 前項の請求があったときは、知事は速やかに補助金を当該交付決定者に支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第15条 知事は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(３) その他知事が適当でないと認めたとき。 

２ 知事は、前項の規定により交付の決定の取消しを行った場合において、当該取消しに係る補

助金が既に交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 

（その他） 

第16条 この交付要綱に定める補助対象事業については、第１条第２項の規定にかかわらず、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及び厚生労働省所管補助金等交付



規則（平成12年厚生省・労働省令第６号）の適用がある。 

 

（補則） 

第17条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年７月３１日から施行し、令和８年７月３日以降に行われた補助対象事業

に係る補助金の交付について適用する。 



別表１ 同行者（第２条関係） 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あ

んまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士、管理栄養士、精神保

健福祉士、介護員養成研修等の修了者、福祉用具専門相談員、福祉の専門性を有する者

と認められる者 

 

 

 

別表２ 補助金額（第６条関係） 

第１ サービス種類 第２ 補助基準額 第３ 補助率 

別表１に 

該当する者 

別表１に 

該当しない者 

１ 居宅介護支援 5,000 円／回 3,170 円／回 
10 分の 10 

２ 介護予防支援 5,000 円／回 3,170 円／回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別紙  

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後にお

いては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反

したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。  

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成 23 年埼玉県

条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員

等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を

有しているとき。 

（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下「委託契約等」

という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれかに該当することを知

りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当する第三者と

委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が法人等に対して当該委

託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認められるとき。 
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埼玉県居宅介護支援事業所等における 

複数訪問補助金Ｑ＆Ａ 

 

【目次】 

１ 対象事業所について 

Ｑ１ 県内の事業所が対象とのことだが、政令指定都市や中核市に所在する事

業所も対象か。 

Ｑ２ 当法人は埼玉県外に所在しているが、埼玉県内で居宅介護支援事業所を

運営している。この場合、埼玉県内の事業所は対象となるのか。 

Ｑ３ 「指定介護予防支援」が補助対象になるとあるが、地域包括支援センタ

ーは対象となるのか。 

２ 申請方法について 

Ｑ４ 申請にあたって、事前協議や事前の交付申請といった手続きは必要か。 

Ｑ５ 当法人は複数事業所を運営しているので、事業所ごとに、別々に申請し

てよいか。 

Ｑ６ 複数の事業者が共同で同行訪問を行った場合の申請方法は。 

Ｑ７ 申請の際、１か月分ごとに申請するのか、それとも年間分まとめて申請

するのか。 

３ 補助対象について 

Ｑ８ 補助対象となる「複数訪問」とは具体的に何名なのか。 

Ｑ９ 交付要綱第２条第１項（３）「複数訪問」の「介護支援専門員が居宅介

護支援等を提供する」とは、どういう場合か。 

Ｑ10 交付要綱第２条第１項（５）「利用者」の「居宅介護支援等の利用契約

を締結した者等」の「等」はどういう場合を指すのか。 

Ｑ11 介護予防支援業務を担当する看護師や社会福祉士の訪問に同行する場合

でも補助対象となるのか。 

Ｑ12 交付要綱第２条第１項（２）「暴力行為等」の「暴力行為、著しい迷惑

行為、器物破損行為等」の等とはどういったものが含まれるのか。 

Q13 交付要綱第４条第１項（１）「利用者等による暴力行為等から介護支援

専門員等の安全を確保するため、複数訪問が必要であると知事が認める場

合」の判断基準は。 

Ｑ14 交付要綱第2条第1項（４）「ハラスメント対策を含む最低限の介護知

識を得るための研修」とは具体的に何を指すのか。 
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Ｑ15 同行者について、国又は地方公共団体の職員が除かれるのはなぜか。 

４ 対象経費について 

Ｑ16 訪問回数の制限はあるのか。 

５ 補助金額について 

Ｑ17 別表１に掲げる資格を有しているが、その業務に従事していない場合、

どうなるのか。 

Ｑ18 別表１の「介護員養成研修等の修了者」の等は他に何が含まれるのか。 

Q19 別表１の「福祉の専門性を有する者と認められる者」とは、具体的に何

を指すのか。 

Ｑ20 同行訪問に要した金額が6,000円だった場合、いくら支払われるのか。 

６ 対象時期について 

Ｑ21 交付要綱第7条ただし書き「補助対象者は事業期間を必要最小限の時期

とするよう努める」とあるが、目安はあるのか。 

Ｑ22 Q21で事業期間の目安は３か月とあるが、それ以上の事業期間を設ける

ことは可能か。 

７ その他について 

Ｑ23 交付決定を受けた後に訪問回数が増えた（減った）場合、どうすればい

いか。 
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１ 対象事業所について 

Ｑ１ 県内の事業所が対象とのことだが、政令指定都市や中核市に所在する事

業所も対象か。 

 

Ａ 対象となります。 

 

Ｑ２ 当法人は埼玉県外に所在しているが、埼玉県内で居宅介護支援事業所を

運営している。この場合、埼玉県内の事業所は対象となるのか。 

 

Ａ 埼玉県内に所在する事業所については、対象となります。 

 

Ｑ３ 「指定介護予防支援」が補助対象になるとあるが、地域包括支援センタ

ーは対象となるのか。 

 

Ａ 地域包括支援センターの運営を受託する法人の職員が、介護予防支援の指

定を受けて介護予防支援を行うために訪問する場合は対象となります。 

また、介護予防支援業務について地域包括支援センターから委託を受けて

いる指定居宅介護支援事業所についても対象になります。 

ただし、市町村直営の地域包括支援センターの場合はいずれも対象になり

ません。 

 

２ 申請方法について 

Ｑ４ 申請にあたって、事前協議や事前の交付申請といった手続きは必要か。 

 

Ａ 事前協議は必要ありませんが、原則として事前に補助金交付申請書とチェ

ックリストの提出は必要となります。 

  ただし、緊急等の場合は事後申請でも受け付ける場合があります。 

 

Ｑ５ 当法人は複数事業所を運営しているので、事業所ごとに、別々に申請し

てよいか。 

 

Ａ 同一法人については、補助金交付申請は法人単位で行い、複数の事業所が

ある場合は一括して申請してください。 
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  ただし、申請後に新たに複数訪問すべき事案が発生した場合、事業所単位

で追加申請することは可能です。 

 

Ｑ６ 複数の事業者が共同で同行訪問を行った場合の申請方法は。 

 

Ａ 同行を依頼した側の事業者（訪問者）が申請を行ってください。 

 

Ｑ７ 申請の際、１か月分ごとに申請するのか、それとも当該年度分まとめて

申請するのか。 

 

Ａ 当該年度分まとめて申請を行ってください。 

 

３ 補助対象について 

Ｑ８ 補助対象となる「複数訪問」とは具体的に何名なのか。 

 

Ａ 訪問者１名と同行者１名による訪問を指します。仮に同行者が２名以上い

る場合でも、同行者１名のみの補助金しか交付されません。 

 

Ｑ９ 交付要綱第２条第１項（３）「複数訪問」の「介護支援専門員が居宅介

護支援等を提供する」とは、どういう場合か。 

 

Ａ 要介護者や要支援者の人の相談を受け、ケアプランを作成するとともに、

居宅サービス事業者等との連絡調整や、入所を必要とする場合の介護保険施

設への紹介などを行う場合を指します。 

 

Ｑ10 交付要綱第２条第１項（５）「利用者」の「居宅介護支援等の利用契約

を締結した者等」の「等」はどういう場合を指すのか。 

 

A 利用契約締結を前提とする場合で、利用契約締結前に介護支援専門員から

インテーク（初回面接）や重要事項説明を受ける者を指します。 

 

Ｑ11 介護予防支援業務を担当する看護師や社会福祉士の訪問に同行する場合

でも補助対象となるのか。 
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A 今回の補助は、介護支援専門員が利用者等の暴力行為等に対応する場合の

支援が目的であるため、介護支援専門員が居宅介護支援等の業務で利用者宅

を訪問するにあたって、同行した場合にのみ補助対象となります。 

 

 【具体例】 

 訪問者（１人目） 

※介護報酬の対象 

同行者（２人目） 

※県補助金の対象 

補助の対象・ 

対象外の別 

ケース１ 介護支援専門員 介護支援専門員 対象 

ケース２ 介護支援専門員 別事業所の施設長・ 

事務職員 

対象 

ケース３ 介護支援専門員 民生委員 対象 

ケース４ 看護師 介護支援専門員 対象外 

 

Ｑ12 交付要綱第２条第１項（２）「暴力行為等」の「暴力行為、著しい迷惑

行為、器物破損行為等」の等とはどういったものが含まれるのか。 

 

Ａ 器物破損行為、恐怖や脅威を与える行為、就業者が従事する業務の性質そ

の他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより当該就

業者の就業環境が害される顧客等の言動を指します。 

 

Q13 交付要綱第４条第１項（１）「利用者等による暴力行為等から介護支援

専門員等の安全を確保するため、複数訪問が必要であると知事が認める場

合」の判断基準は。 

 

Ａ 利用者等の暴力・ハラスメントの状況等を踏まえ、個別に判断します。具

体的には、利用者等による暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損、脅迫など

の具体的な事案の有無や程度、関係機関（警察、医療機関、市町村など）と

の連携状況等を総合的に勘案します。 

  単に怖そうといった主観的なもののみではなく、例えば民生委員から事前

に情報提供があった場合等、ある程度客観的な裏づけがあるケースを想定し

ています。 
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Ｑ14 交付要綱第２条第１項（４）「ハラスメント対策を含む最低限の介護知

識を得るための研修」とは具体的に何を指すのか。 

Ａ 県その他の団体が実施する研修を指します。 

  埼玉県では、e-learning研修（受講時間90分）を実施していますので、御

活用ください。 

  （https://kaigo-next.pref.saitama.lg.jp/harassment-training.php） 

 

Ｑ15 同行者について、国又は地方公共団体の職員が除かれるのはなぜか。 

 

Ａ 同行者が地方公共団体の介護保険担当部署職員である場合、当該同行はそ

の職務の一環として行われるものであることから、補助金の対象外とします。 

  また、それ以外の国又は地方公共団体職員の場合、補助金の交付は職員の

副業・兼業規定に抵触する可能性があることから、補助対象外とします。 

 

４ 対象経費について 

Ｑ16 訪問回数の制限はあるのか。 

 

Ａ 事前に回数制限は設けていませんが、「予算の範囲内において」実施する

ため、全体の申請数によっては制限される場合があります。 

 

５ 補助金額について 

Ｑ17 別表１に掲げる資格を有しているが、その業務に従事していない場合、

どうなるのか。 

 

Ａ 当該資格に関する業務への従事の如何にかかわらず、別表１に該当する者

の補助基準額になります。 

 

Ｑ18 別表１の「介護員養成研修等の修了者」の等は他に何が含まれるのか。 

 

Ａ 介護福祉士実務者研修がこれに該当します。 

 

Q19 別表１の「福祉の専門性を有する者と認められる者」とは、具体的に何

を指すのか。 

https://kaigo-next.pref.saitama.lg.jp/harassment-training.php
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Ａ 老人福祉施設の施設長（「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基

準」（平成11年3月31日厚生省令第46号）第５条第１項）を指します。 

 

Ｑ20 同行訪問に要した金額が6,000円だった場合、いくら支払われるのか。 

 

Ａ いずれの場合でも、訪問１回あたり定額（別表2に該当する者5,000円、

該当しない者3,170円）が補助金として支払われます。 

 

６ 対象時期について 

Ｑ21 交付要綱第7条ただし書き「補助対象者は事業期間を必要最小限の時期

とするよう努める」とあるが、目安はあるのか。 

 

Ａ ３か月を目安の期間として想定しています。本件補助金の事業期間は、当

該暴力・ハラスメント事案に関し、地域包括支援センターやカスタマーハラ

スメント総合相談窓口への相談などを通じて、根本的な問題解決に向け、関

係者と連携して検討・対応するための猶予期間と位置づけているためです。 

 

Ｑ22 Q21で事業期間の目安は３か月とあるが、それ以上の事業期間を設ける

ことは可能か。 

 

Ａ 個別の事案にもよるかと思いますので、特別な事情がある場合は相談に応

じるため、お早めに県高齢者福祉課へ電話連絡（048-830-3232）をお願い

します。 

 

７ その他について 

Ｑ23 交付決定を受けた後に訪問回数が増えた（減った）場合、どうすればい

いか。 

 

Ａ 個別に対応を判断するため、交付決定を受けた内容に変更の可能性がある

場合は、様式第４号の提出とともに、お早めに県高齢者福祉課へ電話連絡

（048-830-3232）をお願いします。 


